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表紙

（ 電子提供措置事項のうち法令及び定款に基づく書面交付請求による交付書面に記載しない事項 ）

本株主総会におきましては、書面交付請求の有無にかかわらず、一律に株主
総会資料を書面でお送りしております。ただし、当該書面には、法令及び当
社定款第15条第２項の規定に基づき、上記の事項は記載しておりません。

第78回定時株主総会資料

■事業報告
「業務の適正を確保するための体制」
「業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要」

■連結計算書類
「連結株主資本等変動計算書」
「連結注記表」

■計算書類
「株主資本等変動計算書」
「個別注記表」

第78期
（2024年８月１日から2025年７月31日まで）

株式会社稲葉製作所
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

６. 業務の適正を確保するための体制
取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制そ

の他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は以下
のとおりであります。
⑴ 当社グループの取締役・使用人の職務の執行が法令及び定款に適合するこ
とを確保するための体制

①　当社グループ全役員及び社員が法令・定款及び社会規範を遵守し、かつ
社会的責任を果たすため、「企業行動憲章」及び「行動指針」を定め、グ
ループ全役員及び社員の企業活動の原点とすることを徹底しております。
また、「コンプライアンス基本規程」を制定しコンプライアンス体制の確
立を図ることとしております。

②　当社取締役の職務の執行が、コンプライアンス上有効に機能することを
確保する体制として、監査役会を置いております。監査役会は、監査役監
査基準に則り、取締役の業務執行の適法性、妥当性に関して公正・客観的
な立場から監査を実施することとしております。社外監査役は、業務執行
者からの独立性が確保できる等を勘案し、有識者を起用しております。監
査役は、取締役会に出席するほか、意思決定の過程及び業務の執行状況を
把握するため、重要な会議等に出席することができるものとし、必要があ
ると認めたときは、意見を述べることができます。また、全ての稟議書そ
の他業務執行に関する重要な書類の閲覧が可能であり、取締役の業務執行
状況を十分に監査・監督可能な体制としております。

③　当社取締役会は、取締役会規則における付議・報告基準に則り、会社の
業務執行を決定いたします。代表取締役社長及び各取締役は、社内規則、
取締役会決議に則り、職務を執行するとともに、執行状況を取締役会にお
いて報告するものとし、その職務執行状況は、監査役の監査を受けており
ます。

④　当社使用人の職務の執行がコンプライアンス上有効に機能することを確
保するため、業務の重要事項を決定する営業会議、生産会議及び技術会議
には、原則として取締役が出席し、情報の共有化による部門間の連携と相
互間の牽制を図るとともに、会議内容における開示情報の有無をも確認す
ることとしております。なお、会議議事録、会議資料は監査役会へ提出す
ることとしております。

⑤　代表取締役社長の直轄機関として内部監査室を置き、計画的に本社各
部・工場・営業所・配送センター・関係会社等の監査を実施することとし
ております。内部監査室長は、監査結果を代表取締役社長に報告を行い、
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業務の適正を確保するための体制、業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要

代表取締役社長から改善指示、指導がなされ、業務執行の公正性や透明性
の確保に寄与する体制としております。

⑥　当社グループは、コンプライアンス体制の充実・強化を補完するために
内部通報体制を設け、役員及び社員等は、社内においてコンプライアンス
違反行為が行われ、または行われようとしていることに気がついたとき
は、内部監査室に通報しなければならないと定めております。会社は、通
報内容を秘守し、通報者に対して不利益な扱いを行わないこととしており
ます。

⑦　上記の体制の当社グループ内の浸透を徹底するため、当社の電子掲示板
に内部統制システムの基本方針及び関連諸規程を掲示し、適宜教育指導を
行うこととしております。

⑵ 当社グループの損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　当社は、リスク管理全体を統括するため、「リスク管理規程」を制定
し、組織横断的リスクの監視並びに全社的対応は総務部が内部監査室と連
携をとりながら行い、各部門の所管業務に付随するリスク管理は当該部門
が適時適切な対応を行う体制を構築しております。
各部門の長である役員及び社員は、平時においてはそれぞれの自部門の

担当職務の業務内容を整理し、内在するリスクを把握、分析、評価の上、
適切な対策を実施することとしております。同規程に定める経営危機が発
生した場合には、社長を本部長とする対策本部を設置し、迅速な対応を行
い損害の拡大を防止し、これを最小限に止める体制を整えております。

②　子会社のリスク管理の状況については、内部監査室が監査を行い、ま
た、「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当社へ
の決裁・報告制度により子会社のリスク管理を行う体制としております。

⑶ 当社グループの取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するた
めの体制
当社グループは、取締役・使用人の役割分担、業務分掌、指揮命令系統を
明示することにより、効率的な業務執行体制を図っており、組織図、職務分
掌規程、職務権限規程、稟議規程等で示し、必要に応じ改訂を行うこととし
ております。
業務の運営については、現在及び将来の事業環境を踏まえ各年度の予算を

立案し、全社的な目標を設定し、定例の取締役会を原則毎月１回開催し、予
算の進捗状況及び重要事項の決定並びに取締役の業務執行状況の監督等を行
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うこととしております。また、適宜経営会議を開催し、絞り込んだテーマに
ついて議論を行い、定例の取締役会での将来の議題となるべき事項等につ
き、方向性を見極め、課題の整理を行うこととしております。
社内電子掲示板、社内メール等の社内使用ツールの統一を図り、ＩＴを効

率活用し情報の周知徹底を行います。
また、子会社の効率的な業務執行体制の状況については、内部監査室が監
査を行うこととしております。

⑷ 取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
当社は、法令及び社内規程の「稟議規程」「文書取扱規程」等に従い、取

締役の職務執行に関わる情報を文書または電磁的媒体に記録し、管理・保存
することとしております。
取締役の職務執行に係る情報及びその保存、管理状況について、監査役
は、適宜監査ないし査閲ができることとしております。

⑸ 当社企業グループにおける業務の適正を確保するための体制
当社は、「関係会社管理規程」に基づき、子会社の自主性を尊重しながら
円滑な情報交換とグループ活動を促進するため、適時、関係者による会議を
開催することとしております。
「関係会社管理規程」に定める担当取締役は、同規程に基づく当社への決

裁・報告制度により各子会社の経営管理を行うとともに、内部統制の実効性
を高める施策を実施し、必要に応じて各子会社への指導・支援を行うことと
しております。
業務の運営については、当社と子会社間における不適切な取引または会計

処理を防止するため、当社の内部監査室、経理部門、関係会社管理部門及び
監査役が連携し、十分な情報交換と対策の検討を行うこととしております。

⑹ 監査役の職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当該使
用人に対する指示の実効性の確保に関する事項
当社は、内部監査室が監査役と連携を密にして対応しており、情報の共
有、交換等により、現在は、補助すべき使用人を設置しておりません。必要
に応じて、監査役の職務を補助すべき監査スタッフを設置可能とし、人事等
については、取締役と監査役が意見交換を行って実施し、監査スタッフは監
査役が指示した補助業務についてはもっぱら監査役の指揮命令に従わなけれ
ばならないと定めております。
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⑺ 監査役への報告体制及びその他監査役の監査が実効的に行われることを確
保するための体制

①　当社グループの全役員及び社員は、当社監査役から業務執行に関する事
項について報告を求められたときは、速やかに適切な報告を行うこととし
ております。

②　当社グループの全役員及び社員は、法令等の違反行為等、当社または当
社の子会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発見した
ときは、直ちに当社の監査役または監査役会に対して報告することとして
おります。

③　監査役は、取締役会のほか、重要な意思決定の過程及び業務の執行状況
を把握するため、社内の重要な会議に出席できるほか、主要な稟議書その
他業務執行に関する重要な文書・通牒類を閲覧し、必要に応じて取締役ま
たは使用人にその説明を求めることができることとしております。

④　内部監査室は、当社グループの内部監査の状況を監査役または監査役会
に報告することとしております。また、監査役は、会計監査人から会計監
査内容について説明を受けるとともに、情報の交換を行うなど連携を図る
こととしております。

⑻ 監査役へ報告した者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受
けないことを確保するための体制
当社は、当社グループの監査役へ報告を行った当社グループの役員及び社

員に対し、当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを行うことを禁止
し、その旨を当社グループの役員及び社員に周知徹底しております。

⑼ 監査役の職務の執行について生ずる費用の前払いまたは債務の処理に係る
方針に関する事項
当社は、監査役がその職務の執行について、当社に対し、会社法第388条

に基づく費用の前払い等の請求をしたときは、担当部署において審議の上、
当該請求に係る費用または債務が当該監査役の職務の執行に必要でないと認
められた場合を除き、速やかに当該費用または債務を処理することとしてお
ります。

⑽ 反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況
①　反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方
当社は、反社会的勢力に屈することなく、「毅然とした態度」で「法律

や社会ルールに則った解決」をすることを基本方針としております。
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②　反社会的勢力排除に向けた整備状況
当社は、役員及び社員の「行動指針」並びに「コンプライアンス基本規

程」に反社会的勢力排除に向けた基本方針を示すとともに「反社会的勢力
対応マニュアル」の制定等、社内体制を整備しております。

７. 業務の適正を確保するための体制の運用状況の概要
⑴ 取締役の職務執行
取締役会規則や社内規程を制定し、取締役が法令並びに定款に則って行動
するよう徹底しております。

⑵ 監査役の職務執行
社外監査役を含む監査役は、監査役会において定めた監査計画に基づき監

査を実施するとともに、取締役会への出席や代表取締役、会計監査人並びに
内部監査室との間で定期的に情報交換等を行うことで、取締役の職務執行の
監査、内部統制の整備並びに運用状況を確認しております。

⑶ 内部監査の実施
内部監査に関する計画に基づき、当社並びにグループ会社の内部監査を実

施しております。

⑷ 財務報告に係る内部統制
内部統制に関する計画に基づき、内部統制評価を実施しております。
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連結株主資本等変動計算書

( 2024年８月 １日から
2025年７月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株 主 資 本 合 計

2 0 2 4 年 ８ 月 １ 日 残 高 1,132,048 763,500 42,640,145 △1,399,983 43,135,710

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △683,889 △683,889
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,546,607 1,546,607

自 己 株 式 の 取 得 △500,137 △500,137

自 己 株 式 の 処 分 61,705 61,705
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ）

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － 862,717 △438,431 424,286

2 0 2 5 年 ７ 月 3 1 日 残 高 1,132,048 763,500 43,502,863 △1,838,414 43,559,997

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

2 0 2 4 年 ８ 月 １ 日 残 高 211,152 223,168 434,321 43,570,032

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △683,889
親会社株主に帰属する
当 期 純 利 益 1,546,607

自 己 株 式 の 取 得 △500,137

自 己 株 式 の 処 分 61,705
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 （ 純 額 ） △6,884 32,692 25,808 25,808

連 結 会 計 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △6,884 32,692 25,808 450,094

2 0 2 5 年 ７ 月 3 1 日 残 高 204,268 255,861 460,129 44,020,126

連結株主資本等変動計算書

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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連結注記表

連結注記表
（連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項に関する注記）
１. 連結の範囲に関する事項
⑴ 連結子会社の数及び名称
連結子会社の数 ３社
連結子会社の名称 イナバインターナショナル株式会社

株式会社共進
イナバクリエイト株式会社

⑵ 非連結子会社の名称等
非連結子会社の名称
イナバロジスティクス株式会社
株式会社カトウ産業
連結の範囲から除いた理由
非連結子会社は、小規模であり、総資産、売上高、当期純損益（持分に見合う額）及
び利益剰余金（持分に見合う額）等は、いずれも連結計算書類に重要な影響を及ぼして
いないためであります。

２. 持分法の適用に関する事項
⑴ 持分法を適用した非連結子会社及び関連会社の数及び名称
該当事項はありません。

⑵ 持分法を適用しない非連結子会社及び関連会社の名称等
非連結子会社の名称
イナバロジスティクス株式会社
株式会社カトウ産業
持分法を適用していない理由
持分法を適用していない非連結子会社は、当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰
余金（持分に見合う額）等からみて、持分法の対象から除いても連結計算書類に及ぼす
影響が軽微であり、かつ、全体としても重要性がないためであります。

３. 連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社の決算日は連結決算日と一致しております。
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連結注記表

４. 会計方針に関する事項
⑴ 重要な資産の評価基準及び評価方法
イ. 有価証券
その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法によ
り算定）を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

ロ. 棚卸資産
主として総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法により算定）を採用しております。
⑵ 重要な減価償却資産の減価償却の方法
イ. 有形固定資産（リース資産を除く）
定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（その附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。
ロ. 無形固定資産（リース資産を除く）
定額法（ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法）を採用しております。
ハ. リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

⑶ 重要な引当金の計上基準
イ. 貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額
を計上しております。
ロ. 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、当連結会計年度に負担すべき支給見込額を
計上しております。
ハ. 役員退職慰労引当金
連結子会社について、役員の退任に伴う退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づ
く必要額を計上しております。
ニ. 役員株式給付引当金
連結計算書類作成会社について、取締役（ただし、社外取締役を除く）への当社株式
及びその換価処分金相当額の金銭の交付に備えるため、当連結会計年度に負担すべき株
式給付債務の見込額を計上しております。
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⑷ 退職給付に係る会計処理の方法
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属

させる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌連結会計年
度から費用処理しております。
③ 未認識数理計算上の差異の会計処理方法
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけるその他
の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。
④ 小規模企業等における簡便法の採用
一部の連結子会社は、退職給付に係る負債及び退職給付費用の計算に、退職給付に係

る期末自己都合要支給額を退職給付債務とする簡便法を適用しております。
⑸ 収益及び費用の計上基準

製品又は商品の販売については、製品又は商品を顧客に引き渡した時点で顧客が当該
製品又は商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、
製品又は商品の引渡時点で収益を認識しております。なお、国内の販売については代替
的な取扱いを適用し、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転される時までの
期間が通常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月

28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当連結会計年度の期首から適用しており
ます。
また、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年

10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）を当連結会計年度の期首から適用してお
ります。
法人税等の計上区分（その他の包括利益に対する課税）に関する改正については、2022年

改正会計基準第20-3項ただし書き及び2022年改正適用指針第65-2項(2)ただし書きに定める
経過的な取扱いに従っております。なお、当該会計方針の変更による連結計算書類への影響は
ありません。
また、連結会社間における子会社株式等の売却に伴い生じた売却損益を税務上繰り延べる場

合の連結計算書類における取扱いの見直しに関連する改正については、遡及適用され、前連結
会計年度については遡及適用後の連結計算書類となっております。なお、当該会計方針の変更
による前連結会計年度の連結計算書類への影響はありません。
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有形固定資産の減価償却累計額 29,647,851千円

１. 当連結会計年度の末日における発行済株式の種類及び株式数 普通株式　17,022,429株

決 議 株式の種類 配 当 金 の
総額(千円)

１株当たり
配当額(円) 基 準 日 効 力 発 生 日

2024年10月25日
定 時 株 主 総 会 普通株式 341,944 21 2024年７月31日 2024年10月28日

2025年３月14日
取 締 役 会 普通株式 341,944 21 2025年１月31日 2025年４月８日

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
1. 当連結会計年度の連結計算書類に計上した金額
繰延税金資産　344,034千円

2. 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
(1) 算出方法
将来減算一時差異及び税務上の繰越欠損金に対して、将来の業績予測に基づく課税所
得の発生時期及び金額を見積り、繰延税金資産の回収可能性を判断しております。
(2) 主要な仮定
当該見積りの基礎となる将来の業績予測の算出に用いた主要な仮定は、売上高成長率
及び原材料価格の市況推移見込等であります。
(3) 翌連結会計年度の連結計算書類に与える影響
将来の課税所得の見積りの基礎となる仮定が異なる場合、翌連結会計年度の連結計算

書類において、繰延税金資産の金額に重要な影響を与える可能性があります。

（連結貸借対照表に関する注記）

（連結株主資本等変動計算書に関する注記）

２. 剰余金の配当に関する事項
⑴ 配当金支払額

（注）1．2024年10月25日開催の定時株主総会決議による１株当たり配当額21円には、特別
配当5円を含んでおります。

2．2024年10月25日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役（ただ
し、社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式
に対する配当金3,723千円が含まれております。

3．2025年３月14日開催の取締役会決議による配当金の総額には、取締役（ただし、
社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式に対
する配当金2,702千円が含まれております。
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① 配当金の総額 336,168千円
② １株当たり配当額 21円
③ 基準日 2025年７月31日
④ 効力発生日 2025年10月29日

⑵ 基準日が当連結会計年度に属する配当の内、配当の効力発生日が翌期になるもの
2025年10月28日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する事項を
次のとおり提案する予定であります。

配当の原資については、利益剰余金とすることを予定しております。
また、2025年10月28日開催の定時株主総会決議による配当金の総額には、取締役

（ただし、社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託が保有する当社株式
に対する配当金2,702千円が含まれております。

（金融商品に関する注記）
１. 金融商品の状況に関する事項
⑴ 金融商品に対する取組方針
当社グループでは、資金運用は余資で行い、安全性の高い金融資産で運用する方針とし
ております。短期では定期性預金や金銭信託など、長期では業務上関係を有する企業の債
券で運用しております。資金調達は、自己資金または銀行借入で賄う方針としておりま
す。なお、デリバティブ取引は行わない方針としております。
⑵ 金融商品の内容及びそのリスク
営業債権である受取手形及び売掛金、電子記録債権は、顧客の信用リスクに晒されてお
りますが、与信管理、取引先別の期日管理及び残高管理を行うことにより、リスク低減を
図っております。
有価証券は金銭信託であり、投資有価証券は、主に業務上の関係を有する企業の株式及
び債券でありますが、市場価格の変動リスクに晒されており、定期的に時価の把握を行っ
ております。
営業債務である支払手形及び買掛金、電子記録債務は、１年以内の支払期日でありま

す。
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（単位：千円）
連結貸借対照表
計 上 額 時 価 差 額

有価証券及び投資有価証券 5,350,267 5,350,267 －

（単位：千円）
区 分 連 結 貸 借 対 照 表 計 上 額
非 上 場 株 式 39,912

⑶ 金融商品に係るリスク管理体制
①　信用リスク（取引先の契約不履行に係るリスク）の管理
当社グループは、社内規程に従い、営業債権について、営業部門及び経理部門が主要
な取引先の状況を定期的にモニタリングし、与信限度額を見直しております。また、取
引先ごとの期日管理及び残高管理をすることにより、財務状況の悪化等による回収懸念
の早期把握や軽減に努めております。
②　市場リスク（金利等の変動リスク）の管理
当社グループは、有価証券及び投資有価証券取引のリスク管理については、取引限度
額を定めた取引運用方針等に従い、経理部門が行っております。有価証券取引について
は、短期間で運用する安全性の高い金銭信託等に限定しているため、信用リスクはほと
んどないと認識しております。投資有価証券については、定期的に発行体（取引先企
業）の財務状況等を把握し、市況や取引先企業との関係を勘案して保有状況を継続的に
見直しております。また、取引先状況及び取引残高等は、必要に応じて取締役会に報告
しております。
③　流動性リスク（支払期日に支払を実施できなくなるリスク）の管理
当社グループは、各部署からの報告に基づき、資金繰り計画を更新するとともに、手
元流動性の確保・維持により、流動性リスクを管理しております。

⑷ 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明
金融商品の時価の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を
採用することにより、当該価額が変動することがあります。

２. 金融商品の時価等に関する事項
2025年７月31日における連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次
のとおりであります。

（注１）「現金及び預金」、「受取手形及び売掛金」、「電子記録債権」、「支払手形及び買
掛金」、「電子記録債務」については、すべて短期間で決済されるため時価が帳簿
価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（注２）市場価格のない株式等は、「有価証券及び投資有価証券」には含まれておりません。
当該金融商品の連結貸借対照表計上額は以下のとおりであります。

－ 12 －



2025/09/25 10:24:45 / 25242023_株式会社稲葉製作所_招集通知

連結注記表

区分
時価（千円）

レベル１ レベル２ レベル３ 合計

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券

株式 467,104 － － 467,104

社債 － 1,583,163 － 1,583,163

金銭信託 － 3,300,000 － 3,300,000

3. 金融商品の時価の適切な区分ごとの内訳等に関する事項
金融資産の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下

の3つのレベルに分類しております。
レベル1の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定の対象となる資産又は負債に関する相場価格に
より算定した時価

レベル2の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル1のインプット
以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価

レベル3の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価
時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイン
プットがそれぞれ属するレベルのうち時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価
を分類しております。

時価をもって連結貸借対照表計上額としている金融資産及び金融負債

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明
有価証券及び投資有価証券
上場株式、社債及び金銭信託は相場価格を用いて評価しております。
上場株式は活発な市場で取引されているため、その時価をレベル１の時価に分類してお
ります。一方で、当社が保有している社債及び金銭信託は、市場での取引頻度が低く、活
発な市場における相場価格とは認められないため、その時価をレベル２の時価に分類して
おります。
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１. １株当たり純資産額 2,772円17銭
２. １株当たり当期純利益 95円97銭

（１株当たり情報の注記）

（注）１株当たりの純資産額の算定に用いられた当連結会計年度末の普通株式及び１株当たり
の当期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株
式分を控除する他、取締役（ただし社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る
信託が所有する当社株式（当連結会計年度末128,700株、期中平均株式数147,355株）
を控除して算定しております。

（重要な後発事象の注記）
（連結子会社による孫会社の吸収合併）
当社は、2025年４月14日開催の取締役会において、当社連結子会社である株式会社共進を

存続会社、当社孫会社である株式会社カトウ産業を消滅会社とした吸収合併することについて
決議し、同日付で合併契約書を締結いたしました。なお、2025年８月１日付で本合併を実施
しております。

１．取引の概要
（１）結合当事企業の名称及びその事業の内容

結合企業の名称　　株式会社共進
事業の内容　　　　鋼製物置・オフィス家具販売
被結合企業の名称　株式会社カトウ産業
事業の内容　　　　鋼製物置・オフィス家具販売

（２）企業結合日
2025年８月１日

（３）企業結合の法的形式
株式会社共進を存続会社、株式会社カトウ産業を消滅会社とする吸収合併

（４）結合後企業の名称
株式会社共進

（５）その他取引の概要に関する事項
株式会社共進は、群馬県の物置代理店及び当社北関東配送センターを運営する子会社
であります。また、株式会社カトウ産業は、新潟県の物置代理店及び新潟配送センター
を運営する孫会社であります。
両社を統合することにより、事業運営の合理化、営業力の強化、及び経営のさらなる
効率化を図ることを目的としております。

－ 14 －



2025/09/25 10:24:45 / 25242023_株式会社稲葉製作所_招集通知

連結注記表

（単位：千円）

報告セグメント

鋼製物置 オフィス家具 計

売上高
一時点で移転される財又はサービス 29,082,033 12,687,402 41,769,436
一定期間にわたり移転される財又は
サービス

136,271 － 136,271

外部顧客への売上高 29,218,305 12,687,402 41,905,707
セグメント間の内部売上高又は
振替高

－ － －

計 29,218,305 12,687,402 41,905,707

２．実施する会計処理の概要
「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　2019年１月16日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号　
2019年１月16日）に基づき、共通支配下の取引として会計処理を行う予定であります。

（収益認識に関する注記）
1．顧客との契約から生じる収益を分解した情報

2．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報
当社グループは、主に鋼製物置及びオフィス家具等の製造・販売を行っております。
当社グループでは、主に鋼製物置及びオフィス家具の製品又は商品を顧客に供給すること
を履行義務としており、当該製品又は商品の販売においては、約束した財又はサービスの支
配が顧客に移転した時点で収益を認識しております。ただし、国内の販売において、出荷時
から当該製品又は商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通常の期間である場合に
は、出荷時に収益を認識しております。
取引価格の算定については、顧客との契約において約束された対価から、値引等を控除し
た金額を算定しております。
これらの履行義務に対する対価は、履行義務充足後、別途定める支払条件により概ね１年
以内に受領しており、重大な金融要素は含んでおりません。
買戻し契約に該当する有償支給取引については、支給先から受け取る対価を収益として認
識しておりません。
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連結注記表

当連結会計年度

　顧客との契約から生じた債権（期首残高） 9,850,167千円

　顧客との契約から生じた債権（期末残高） 9,288,719千円

　契約負債(期首残高) 130,407千円

　契約負債(期末残高) 270,643千円

3．当期及び翌期以降の収益の金額を理解するための情報
（1）顧客との契約から生じた債権及び契約負債の残高

（注）契約負債は、主に顧客からの前受金に関連するものであります。契約負債は、収益の認識
に伴い取り崩されます。

（2）残存履行義務に配分した取引価格
当社グループでは、残存履行義務に配分した取引価格については、当初に予想され
る契約期間が１年を超える重要な契約がないため、実務上の便法を適用し、記載を省
略しております。
また、顧客との契約から生じる対価の中に、取引価格に含まれていない重要な金額
はありません。
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株主資本等変動計算書

( 2024年８月 １日から
2025年７月31日まで )

（単位：千円）
株 主 資 本

資 本 金

資本剰余金 利 益 剰 余 金

資 本 準 備 金 利 益 準 備 金
そ の 他 利 益 剰 余 金
固 定 資 産
圧 縮 積 立 金 別 途 積 立 金 繰越利益剰余金

2 0 2 4 年 ８ 月 １ 日 残 高 1,132,048 763,500 283,012 248,806 29,397,500 10,835,159
事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 △7,473 7,473
剰 余 金 の 配 当 △683,889
当 期 純 利 益 1,240,857
自 己 株 式 の 取 得
自 己 株 式 の 処 分
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額）

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 － － － △7,473 － 564,441
2 0 2 5 年 ７ 月 3 1 日 残 高 1,132,048 763,500 283,012 241,332 29,397,500 11,399,600

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計自 己 株 式 株 主 資 本 合 計 そ の 他 有 価 証 券
評 価 差 額 金

2 0 2 4 年 ８ 月 １ 日 残 高 △1,399,983 41,260,043 209,974 41,470,017
事 業 年 度 中 の 変 動 額

固定資産圧縮積立金の取崩 － －
剰 余 金 の 配 当 △683,889 △683,889
当 期 純 利 益 1,240,857 1,240,857
自 己 株 式 の 取 得 △500,137 △500,137 △500,137
自 己 株 式 の 処 分 61,705 61,705 61,705
株 主 資 本 以 外 の 項 目 の
事業年度中の変動額（純額） △4,392 △4,392

事 業 年 度 中 の 変 動 額 合 計 △438,431 118,536 △4,392 114,144
2 0 2 5 年 ７ 月 3 1 日 残 高 △1,838,414 41,378,579 205,582 41,584,162

株主資本等変動計算書

（記載金額は千円未満の端数を切り捨てて表示しております。）
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個別注記表

個別注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）
１. 有価証券の評価基準及び評価方法
⑴ 子会社株式
移動平均法による原価法を採用しております。

⑵ その他有価証券
市場価格のない株式等以外のもの
時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算
定）を採用しております。
市場価格のない株式等
移動平均法による原価法を採用しております。

２. 棚卸資産の評価基準及び評価方法
⑴ 商品及び製品、仕掛品及び原材料
総平均法による原価法（ただし、一部の原材料については最終仕入原価法）（貸借対照
表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用しております。
⑵ 貯蔵品
最終仕入原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算
定）を採用しております。

３. 固定資産の減価償却の方法
⑴ 有形固定資産
定率法（ただし、1998年４月１日以降取得の建物（その附属設備は除く）並びに
2016年４月１日以降取得の建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。
⑵ 無形固定資産
定額法（ただし、自社利用のソフトウエアについては社内における見込利用可能期間
（５年）に基づく定額法）を採用しております。

４. 引当金の計上基準
⑴ 貸倒引当金
売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上
しております。
⑵ 賞与引当金
従業員に対する賞与の支給に備えるため、当事業年度に負担すべき支給見込額を計上し
ております。
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個別注記表

⑶ 退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
退職給付引当金及び退職給付費用の処理方法は以下のとおりであります。
① 退職給付見込額の期間帰属方法
退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属さ
せる方法については、給付算定式基準によっております。
② 数理計算上の差異の費用処理方法
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内
の一定の年数（５年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度か
ら費用処理しております。

⑷ 役員株式給付引当金
取締役（ただし、社外取締役を除く）への当社株式及びその換価処分金相当額の金銭の
交付に備えるため、当事業年度に負担すべき株式給付債務の見込額を計上しております。

５. 収益及び費用の計上基準
製品又は商品の販売については、製品又は商品を顧客に引き渡した時点で顧客が当該製
品又は商品に対する支配を獲得し、履行義務が充足されると判断していることから、製品
又は商品の引渡時点で収益を認識しております。なお、国内の販売については代替的な取
扱いを適用し、出荷時から当該製品又は商品の支配が顧客に移転される時までの期間が通
常の期間である場合には、出荷時に収益を認識しております。

6. その他計算書類作成のための基礎となる事項
退職給付に係る会計処理
退職給付に係る未認識数理計算上の差異の未処理額の会計処理の方法は、連結計算書類
における会計処理の方法と異なっております。

（会計方針の変更に関する注記）
（「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」等の適用）
「法人税、住民税及び事業税等に関する会計基準」（企業会計基準第27号　2022年10月
28日。以下「2022年改正会計基準」という。）等を当事業年度の期首から適用しておりま
す。
また、「税効果会計に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第28号　2022年
10月28日。以下「2022年改正適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用しており
ます。
法人税等の計上区分に関する改正については、2022年改正会計基準第20-3項ただし書き及

び2022年改正適用指針第65-2項(2)ただし書きに定める経過的な取扱いに従っております。
なお、当該会計方針の変更による計算書類への影響はありません。
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個別注記表

１. 関係会社に対する金銭債権及び債務
短期金銭債権 1,174,050千円
短期金銭債務 85,458千円

２. 有形固定資産の減価償却累計額 28,993,874千円

関係会社との取引高
営業取引による取引高

売上高 3,002,173千円
仕入高 98,358千円

営業取引以外の取引高 25,864千円

当事業年度末における自己株式の種類及び株式数
普通株式 1,143,113株

（会計上の見積りに関する注記）
繰延税金資産の回収可能性
1. 当事業年度の計算書類に計上した金額
繰延税金資産　330,880千円

2. 識別した項目に係る会計上の見積りの内容に関する情報
連結計算書類「連結注記表（会計上の見積りに関する注記）2.　識別した項目に係る会
計上の見積りの内容に関する情報」に記載した内容と同一であります。

（貸借対照表に関する注記）

（損益計算書に関する注記）

（株主資本等変動計算書に関する注記）

（注）当事業年度末における自己株式の普通株式数には、取締役を対象とする株式報酬制度に
係る信託が保有する当社株式128,700株が含まれております。
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繰延税金資産
賞与引当金 91,201千円
未払事業税等 11,570千円
退職給付引当金 361,669千円
役員株式給付引当金 42,850千円
減損損失 644,659千円
棚卸資産評価損 25,270千円
その他 104,174千円
繰延税金資産小計 1,281,395千円
評価性引当額 △614,282千円
繰延税金資産合計 667,113千円
繰延税金負債
固定資産圧縮積立金 △109,444千円
その他有価証券評価差額金 △86,509千円
前払年金費用 △134,349千円
その他 △5,929千円
繰延税金負債合計 △336,232千円
繰延税金資産の純額 330,880千円

（税効果会計に関する注記）
1. 繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳

2. 法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正
「所得税法等の一部を改正する法律」（2025年法律第13号）が2025年３月31日に国

会で成立したことに伴い、2026年４月１日以後開始する事業年度より、「防衛特別法人
税」の課税が行われることになりました。
これに伴い、2026年８月１日に開始する事業年度以降に解消が見込まれる一時差異に

係る繰延税金資産及び繰延税金負債については、法定実効税率を30.6％から31.5％に変
更し計算しております。
なお、この税率変更による当事業年度の計算書類に与える影響は軽微であります。
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種類
会社等の名称
または
氏名

所在地
資本金
または
出資金
（千円）

事業の
内容
または
職業

議決権等
の所有
(被所有)
割合(％)

関連当事者
との関係 取引の内容 取引金額

（千円） 科 目 期末残高
（千円）

子会社
イ ナ バ
インターナ
ショナル株
式 会 社

東京都
渋谷区 50,000

オフィ
ス家具
の販売

(所有)
直接
100.0

当社製品の販売
代理店
役員の兼任

製品の
販売 2,011,935

電子記録
債権 803,053

売掛金 168,144

１. １株当たり純資産額 2,618円76銭
２. １株当たり当期純利益 77円00銭

（関連当事者との取引に関する注記）
子会社

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等
市場価格を勘案して一般的取引条件と同様に決定しております。

（１株当たり情報に関する注記）

(注）１株当たりの純資産額の算定に用いられた当事業年度末の普通株式及び１株当たりの当
期純利益の算定に用いられた普通株式の期中平均株式数については、自己名義所有株式分
を控除する他、取締役（ただし社外取締役を除く）を対象とする株式報酬制度に係る信託
が所有する当社株式（当事業年度末128,700株、期中平均株式数147,355株）を控除し
て算定しております。

（収益認識に関する注記）
収益を理解するための基礎となる情報
連結注記表（収益認識に関する注記）において同一の内容を記載しているため、記載を省略
しております。
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